
「民主的ローズヴェルト」

－フラソクリソ・D・ローズヴェルト大統領と日系アメリカ人集団強制

立ち退きの決定－

粂　井　輝　子

Ⅰ．はじめに

1991年8月24臥　ソヴィエト連邦大統領ゴルバ

チョフは，共産党中央委員会の自主的解散を勧告

し，自らは党書記長を辞任する声明を発表した。

翌8月26軋　信濃毎日新聞は，「クーデター阻止

に立ち上がった国民は，帝政ロシアから共産党一

党支配に連なる独裁政治に終止符を打ち，この地

に初めて市民革命を実現させたといえる。その民

主希求は彼戻りしない強固さを示した」と社説で

論じ　ソヴィェト連邦保守派によるクーデター失

政から今日に至る一連の脱共産主義運動を民主主

義運動として高い評価を与えた。

「民主主義」という概念は，戦後世界の東西冷

戦構造の中でも，プラスのシソボル価値をもつ政

治理念として捉えられてきた。そこで，東西両陣

営では，それぞれ，その政治体制を「民主的」で

あり，反対陣営を「反民主的」と批判し，その政

治体制を擁護してきた。現在，ソヴィェト型の

「民主主義」はその国民からも反民主的の烙印を

押され，放棄される運命にあるようであるが，ア

メリカ型．の「民主主義」に問題はないのであろう

か。

現代アメリカ史上もっとも偉大な大統領をあげ

るならば，フラソクリ　ソ・D・ローズヴェルト

（以後FDRと略す）であろう。かれは，国民の圧

倒的共感と支持を得てアメリカ史上空前絶後の四

期大統領職に選出され，かつ現代アメリカおよび

世界秩序の構築者の一人として，歴代大統領の中

でも傑出した大統領に数えられている。かれの政

治家としての成功は，『民主的ローズヴェルト』1

という伝記の表題に集約されるであろう。しかし

一方において，かれは1942年2月19臥　大統領

令9066号に署名し，陸軍省長官および軍司令官に

対し，軍事上の必要に応じて防衛地区を設定し，

「いかなる，あるいは，すべての人々」に立ち退

きを命じる権限を与え，日系アメリカ人212万人

の強制立ち退き・収容の道を開いた。実施当時ほ

とんど批判を受けなかったこの事件は，アメリカ

民主主義史上の汚点として，また国際的な人権擁

護運動の功労者3としてのFDRの経歴の汚点と

みなされている。

日系人の強制立ち退き・収容に関しては，これ

までに多くの研究業績の著積がある。なかでも，

なぜこのような大規模な市民権の侵害が起ったの

か，その発生のメカニズムと責任の所在をめぐる

論談が，当居側の「軍事上の必要」4を口実とす

る正当化を批判する形で，もっとも早くから展開

されてきた。これまでの研究業績の論点は，時代

的につぎの4グループに大別できる。第一のグル

ープは，日系人の強制立ち退きと続く強制収容を

まのあたりに観察し，日系人の苦境に同情し，戦

中・戦後直後に出版されたもの。ケアリー・マッ

クウィリアムズやモートン・グロズィジソズの研

究に代表される5。かれらほ西海岸の諸団体，マ

スコミ，政治家の言動を考察し，経済的理由から

日系人を排除しようとした西海岸の圧力集団が地
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方政治家を動かしたとみなす。しかし，カリフォ

ルニア州産業関係省の移民・住宅局の長であった

マックウィリアムズの著作は，早くも戦時中の

1944年に出版されたものの，あまり関心を集めな

かったという6。また，グロズィソズほ日系人の

立ち退き・収容を文化人類学的視点から調査し，

記録しようとしたカリフォルニア大学バークレー

校「日系アメリカ人立ち退き・市定住研究」プロ

ジェクトの主要な調査員として調査に加わってい

た。しかしかれの論点は同プロジェクトには受け

入れられず，出版は否定されたという7。両者と

も，FDRは戦争遂行のため多忙であり，問題の

本質を顧慮する余裕がなかったとみなしている。

第二のグループは，西海岸の世論の高まりと政治

家の動きと立ち退き政策決定の関連を分析し，昇

一のグループの説を斥け，決定は「軍事的必要」

から西海岸の防衛を担当した陸軍の出先機関が推

進したと論じる。カリフォルニア大学バークレー

校「日系アメリカ人立ち退き・再定住研究」プロ

ジェクトのテソブロックらの論点である8。第三

のグループは，立ち退き政策の決定は，局所的な

西海岸の勢力によって引き起こされたのではなく，

中央の陸軍省幹部によって立案・推進されたと論

じる。陸軍省の軍事史担当官であったスチットソ

ソ・コソは，従来の研究者には入手しえなかった

陸軍省内部資料を詳細に検討することによって，

政府部内の政策立案過程を探り責任の所在を考察

するという視点を開いた9。第二，第三のグルー

プとも大統領としてのFDRの責任を指摘してい

る。第四はけ。ジャー・ダニエルズに代表される

立場で，直接的な政策決定のメカニズムはConn

の立場を踏襲しつつも，アメリカにおける東洋人

排斥の歴史的視点から日系人の立ち退き問題を捉

えなおし，これをアメリカ社会の抱える本質的問

題点として提示しているユ0。

日系人の強制集団立ち退き・収容の責任は，

「戦時民間人再配置・収容に関する委員会」の報

告書が結論しているように，「人権偏見　戦争ヒ
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ステリー，政治的指導力が充分発揮されなかった

こと」が複合的に形成したものであろう11。しか

し，これまでの研究では，世論の動向や，西海岸

の政治家の吉敷　司法省や陸軍省の官僚の動きに

関する詳細な分析に比べ，民主主義政治体制下に

おける大統領職（国家の首長，行政府の長，軍の

最高司令官）の問題としてはあまり考察が加えら

れていない。そこで「民主化」が注目を浴びてい

る現在，「民主的」指導者としてのFDRの役割

を考察する意義があろう。

また1991年は日米開戦50周年であると同時に，

1791年12月15日にヴァージニア州が憲法修正10ヵ

条を批准し，もって「権利の章典」が成立した

200周年でもある。こうした時期に，日系人に対

する太平洋岸防衛地区からの強制立ち退きと内陸

部の転住所への収容を再検討することは，ともす

れば日米関係の破局への道に関心が集中しがちな

昨今，意義あるものと患われる。なぜなら，日系

人の強制集団立ち退き・収容事件は日米戦争と

「権利の章典」として憲法を修正した精神と密接

なかかわりをもつからである。

Ⅱ．国民の代弁者

選挙によって代表が選ばれるシステムにおいて

は，被選挙薯は，権力を行使する指導者としての

力量を認められるとともに，自分たちの心情を代

弁していると有権者に理解されなければならない。

尊敬に値する強力なリーダーであり，かつ皆と同

じ仲間であるという，二重の役割を同時に演じら

れなければならない。ウィルソソ政権下で海軍次

官を務めたFDRはウッドロー・ウィルソソの国

際連盟構想を停車していた。ウィルソソの大統領

の国際連盟加入失敗をまじかに見て，かれは，代

議制共和政治の下では，権力の源は選挙の勝利で

あり，理想がいかに高邁なものであれ，大統領と

いえども世論とかけ離れて独走することはできな

いという教訓を学んだ。この教訓から，FDRは

目的の遂行のためには政敵とも妥協する政界での
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処世術を身につけたという12。

FDRは1942年2月19臥　大統領令9066号に署

名し，陸軍省長官および軍司令官に対し，軍事上

の必要に応じて防衛地区を設定し，「いかなる，あ

るいは，すべての人々」に立ち退きを命じる権限

を与えた。同大統領令の文言は日系人を特定した

ものではない。しかし，世論の動向はこのころま

でには，敵性外国人すべてを対象にするのではな

く，市民を含めた日系人だけの立ち退きへと傾斜

していた。このようなときに，アメリカ合衆国大

統領として，陸・海軍の最高司令官として，憲法

に抵触しうるかもしれない強大な権力を行使する

にあたって，FDRは得意のラジオ演説や新聞記

者会見で，国民の向かってその是非を論じること

はしなかった。FDRは日系人の立ち退き問題を

めぐって，世論の動向を気にかける必要はなかっ

たのである。その理由の一ちとして，開戦からこ

のときまで，1942年秋の大統領選挙に向かっての

FDR人気に蔭りはみられなかったことがあげら

れる。世論調査で，今臥　ローズベルトに投票す

る，と答えた数字は1941年11月の70％を最低にし

て，1942年1月初旬には84％に上昇，その後数か

月は70％後半の数字で推移していたという13。高

い支持率である。つぎに，マスコミ，議会，そし

て対象となる日系人から大きな反対の声がなかっ

たことがあげられよう。

日系人の強制集団立ち退きは，実施当時リベラ

ルなジャーナリストやマスコミを含軌　アメリカ

国民に幅広く支持された政策であった。リベラル

として知られた時のカリフォルニア州司汝長官ア

ール・ウォーレソは，後にアメリカ合衆国最高裁

判所長官となり1954年のプラウソ対教育局におけ

る判決など公民権の拡大に多大な功績を残したが，

かれも積極的に日系人の立ち退きを要求し，正当

化した一人であった14。また，「言論界第－の日

系アメリカ人擁護者」と評された15前述のマック

ウィリアムズでさえ，1942年9月には，約12万の

日系人強制立ち退きが短時間に支障なく完了した

ことを，「陸軍の大きな戦功として評価されなけ

ればならない」と評し，皮肉にも，「我国の歴史

上前例のないこの出来事」と称賛したユ6。

ダニエルズは，「〔1941年〕12且〔1942年〕1

月，2凡　3月を通じ　連日にように，太平洋岸

のマスコミのほとんどが‥．日本人すべてに対

する蕃悪な人種的憎悪を吐きだしていた」と記し

ている17。しかし，これは西海岸の歴史的な排日

感情を単純化し過ぎた記述である。1941年12月8

日から3カ月隠　カリフォルニアの日刊紙約70紙

の論説や投書を分析したのグロズィソズによれば，

少なくとも当初の4週間は，カリフォルニアの世

論は日系人に対し好意的な姿勢を示していた18。

テソブロックも1月下旬から2月初旬にかけて，

西海岸の世論が大きく日系人不信・立ち退きへと

変化したことを認めている19。実際，真珠滞奇襲

攻撃の翌臥　FDRが大統領として議会に対し，

12月7日を「屈辱に生きる日」と呼び，対日宣戦

布告を求めた日に，ワシソトソ州選出の下院議員

ジョソ・M・コヒーほ議場で「日本人の血をひく

合衆国の住民」を「日本の戦争機関の犠牲者」と

みなし，日系人に対する公正な取り扱いを求める

発言を行なった。そして「〔日本人〕を不当に扱

って権利の章典を愚弄してはならない」と主張し

た20。また，ロサソゼルス・タイムズ紙も同臥

「何千もの日本人は善良なアメリカ人であり，ア

メリカ人として生れ，教育されている」と論じ，

軽挙妄動を戒めた21。その後もカリフォルニア州

知事をはじめ，西海岸の当冠者たちも敵性外国人

に対する公正な取り扱いを論じていた22。

開戦直後のこうした日系人に対する節度ある態

度は，42年1月下旬から次第に薄れていく。その

理由として，一つには日本軍の「快進撃」による

西海岸の人々の恐怖感が挙げられよう。しかし，

マスコミ報道が世論に与えた影響も見逃せない。

早くも1942年6月6日に立ち退き政策を批判した

チャールズ・イーグルハートの指摘によれば，

1942年1月25日に最高裁判事オーエソ・ロバーツ
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を長とする委員会の其殊湾攻撃に関する調査報告

が報道されてから，西海岸のマスコミの論調は一

変したという23。同調査報告は結論として，真珠

湾攻撃の際，日系人の破壊活動や第五列活動は行

なわれなかったと結論づけた。にもかかわらず，

12月7日に向けて日本領事館を中心とするスパイ

活動が強化されていったかのような印象を与える

記述を行ない，その論旨とは道に，排日論者たち

が長年主張してきた日系人スパイ説を「立証」し

たかのように報道された24。

さらに，開戦後，日本軍退役軍人，国際商人，

日本人会の幹瓢　日本語新聞記者　日本語学校数

瓢　僧侶や神主　武徳会や兵務着金の会員，ある

いは日本海軍の練習腱などが入港した際に積極的

に接待した婦人会有力者などほ矢継ぎ早にFBI

に検挙された。その数は42年2月中旬までに西海

岸の日本人成年男子の10％にのぼったという25。

そして多数のライフルや短波ラジオなどを押収し

た○かれらの逮靖拘引は実際のスパイ活動の有無

とは無関係で，むしろ日本文化や価値観の担い手

とみなされた組織のリーダーであることが逮捕の

理由だったと思われる26。とはいえ，日系人の有

力者が「スパイ容疑」で一網打尽的にFBIに逮

捕され，連行されていく姿が写真入りで，一面ト

ップに大々的に報じられたことは，「事実」の報

道として日系人に対する不信感を強める効果があ

ったはずである。

マスコミが世論を方向づける役割を演じたとす

れば，この「事実」の報道の影響力は見逃せない。

と同時に，明らかに世論操作と患われる事例もみ

られた。Pサソゼルスを拠点とするニュース解説

者ジョソ・ヒューズは，1月5日以来，全国ネッ

トを通して，西海岸の日系人の危険を訴え，当局

に断固たる処置を要求しつづけた27。そして，当

時もっとも権威あるコラムニストとみなされてい

たウォルター・リップマンが，1942年2月12臥

絶妙なタイミソグで，集団立ち退き決定を政府に

迫る言論を，ワシソトソポスト紙他多数の新聞に
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発表した28。

こうした世論の硬化を敏感に感じとって，また

自らの信念として，西海岸の政治家たちは日系人

の立ち退きを連邦政府に要求した。1月30日，西

海岸選出の下院議員たちは，市民も含めた敵国系

の人々を立ち退きないし抑留させる権限を陸軍省

に与えるよう，大統領に求めた29。その後，2月

に入ると西海岸の政治家やマスコミだけでなく，

全国レベルで日系人の立ち退きが主張されるよう

になっていた30。

日系人立ち退き論の論点は，まず第一に「軍事

上の必要性」である。「国家の安全にかかわると

き，個人の権利への配慮よりも共通の安全を優先

させなければならない」とするスティムソソ陸軍

長官の公式見解に代表される論拠である31。西海

岸は「戦闘地域」だというのである。日本軍の侵

攻は差し迫っており，日系人の忠誠を一人一人検

証している時間はない。これが第二の理由である。

「太平洋岸に重大な破壊活動がなかったというこ

とは，この突然の攻撃がよく計画準備され，打撃

が最大の効果をあげられるまでうまく隠されてい

る」と，リップヰソほ西海岸の立ち退き論を代弁

している32。カリフォルニア州知事カルバート

オルソソや司法長官アール・ウォーレソが「国防

移動調査特別委員会」で証言したところでは，白

人饗であるドイツ人やイタリア人に関してはその

忠誠・不忠誠の区別ができるが，「日本生まれの

日本人やアメリカ生まれの日本人」に関しては区

別ができない。「事実を立証する方法はない」と

いうのである33。加えて，歴史的な排日論では，

日本の父親の子に対する絶対的影響力はよく指摘

される「事実」であり，「日本人」は何世代アメリ

カに住もうとも「日本人」であるといわれてきた。

また，日本政府は在米日本人をアメリカの市民権

の有無とはかかわりなく，「日本人」とみなしてい

ると信じられた。「要するに，カリフォルニアは

日本のズデーテソ地方である」というのである34。

日本軍の急襲の恐れがあり，「不忠誠」分子を区
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別できず，第五列活動の危険性が高いのとすれば，

西部特有の自警団思想が頭をもたげてくる35。あ

るカリフォルニアのジャーナリストは，「カリ　フ

ォルニア人は怒り狂っている」のである，「日本

人に対して」，「われわれは令　一種危険な人々で

ある」とカリフォルニアの排日感情を東部の有力

紙に寄稿している36この過激な排日主義者から日

系人を護る必要がある。これが第三の理由である。

このような日系人立ち退き論に対して，日本軍

の空襲を恐れ，「日本生まれやアメリカ生まれの

日本人の人間狩」を行なうのは，「敗北主義の泥

沼」に陥ることだであり，それは当居による適切

な情報が不足しているからだというような批判は

少なかった37。

一方日系人は，個人として，また団体として，

開戦後大統領に宛て，その忠誠を誓う書簡や電報

を送付していた38。なかでも北米沖健協会（ロサ

ソゼルス）は2月14日付で，「合衆国の戦争遂行

に全面的に協力する」こと，「民主的キャソプ

で」合衆国とともに闘うと，訴えていた39。こう

した書簡をFDRが読んでいたとは思われないが，

日系人から組織的反対の声が上がっていないこと

は，知っていたであろう。日系人の立ち退きをも

たらす大統領令9066号を署名したとき，FDRは

国民世論の意向に合致していたのである。

Ⅲ．国民の指導者

日系二世の組織であるJACL（全米日系市民

協会）は当初，大統領令9066号の意図する重大さ

にほとんど気づかなかったという40。この大統領

令にはどこにも人種による差別を示唆するような

文言はなかった。しかし，かれらの楽観的な観測

を裏切って，この大統領令を根拠に，西部防衛指

令本部のジョソ・ドゥイット中将は3月2臥　布

告1号を発して防衛地区を設定し，日系人の立ち

退きを決定した。このためケアリー・マックウィ

リアムズのような日系人の立ち退きに関する初期

の研究では，政策決定の責任をドゥイット中将に

求めている。しかし，立ち退き政策決定過程に詳

細な分析が行なわれた今日，政策の立案・推進の

主役は，陸軍省中堅幹部の文官，窯兵総司令官室

付外国人課主任カール・ペソデットセソ少佐であ

ったことが判明している。かれ自ら，「日系人12

万人の軍事地区からの立ち退きに関する方法を立

案し，細部をまと軌　実施を指揮した」と記して

いる41。西海岸出身のペソデットセソは，1981年

11月2日の「戦時民間人再配置・収容に関する委

員会」の証言でも，立ち退き政策の正当性を主張

して譲らなかった。かれによれば，日本軍が侵攻

してきたはあい，「日本人」が合衆国に忠誠を尽

くすとは思えなかった。それが「人間性」なのだ

と述べた42。

たとえペソデットセソ少佐が実質的な立ち退き

政策の立案・推進の中心人物であったとしても，

かれが主張する43ように，その政策の是非をめぐ

って司法省と交渉し，その反対を乗り越えたのは

陸軍省の最高幹部たちであり，最終的に大統領令

9066号を発したのはFDRである。しかもFDR

は，大統領令の「いかなる，あるいは，すべての

人々」が日系人を指すことを事前に了解して，署

名したのである。かれは2月11日，支持を求める

スティムソソ陸軍長官からの電話の問いあわせに

対し，日系人の立ち退きに「非常に意欲的」で，か

つ「〔スティムソソ〕自身が最良と患う線で進め」

と，いわば「白紙委任状」を与えていた44。この

時までスティムソソ長官は，市民を含む立ち退き

に迷いをもっていたので，FDRのこの積極的な

対応がゴーサイソとなり，市民を含めた日系人12

万の立ち退き政策実施へと陸軍省幹部を走らせる

結果になったといえる。

FDRの2月11日の電話での指示は，合衆国大

統領として事の重大さを見誤っていたといえる。

この点に関して，従東　FDRを弁護するような

形で，おもに3点の理由を挙げられてきた。第一

は，陸，海軍の最高司令官として多忙だったこと。

葉陰　この日FDRは多忙を理由にスティムソソ
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陸軍長官との面談申し入れを断っている。実質的

に日系人の立ち退きが決定された2月11日は，フ

ィリッピソ大統領ケソソ・イ・モリナからフィリ

ッピソ中立鍵案の回答を求められていた45。シソ

ガポールは陥落寸前であった。第二は，官僚磯樺

の性格上　現場を熟知する担当省庁の判断に依存

せざるをえなかったこと。敵性外国人に関しては

司法省の移民息　第五列活動に関しては司法省の

FBI，海軍省のONI（海軍情報部），陸軍省

のG－2（陸軍情報局），西海岸の防衛に関して

は陸軍省の西部防衛指令部が責任部局である。そ

して最後に，大統領としてFDRには独自の判断

を下しうる情報源がなかったこと。

とはいえ，これらの理由は，合衆国大統額とし

てのFDRの行政責任を軽減することにはならな

い。具体的な証拠によって個別的に立ち退きを迫

るのではなく，日系人という理由で市民をも含め

て大規模憩立ち退きを実施することの，窯法上の

可否をFDRは考慮すべきであった。俗にいう

「大所高所から」，事の理非を最終的にチェックす

る責任があったわけである。多忙は理由にならな

い0市民権の侵害に鋭い問題意識があれば，自ら

部下に命じて，その点を綿密に検討させてい餌は

ずである。1941年1月6日の有名な「四つの自

由」演説で，国際的に市民としての権利の重要性

を訴え，「市民としての自由の諸権利」を経済的

側面にまで拡げたといわれる大統領46としては，

皮肉である。

つぎに，FBIを中心としで障報校閲は，1941

年半ばまでには日系人の“危険人物”のリストア

ップを完了，開戦後逮捕拘留し，FDRが大統領

令9066号に署名する以前に，日本のスパイ網は壊

液されていると判断を下していた47。2月1臥

FBI長官フー／く－は司法長官ビドルに，日系人

のスパイ・破壊活動を懸念する陸軍の主張を斥仇

その情報収集能力を強く批判する報告書を送って

いた480FBI　としてほ他の競合関係にある省庁

からとやかくいわれるような仕事はしていないと
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いう意気込みが伺われる。司法省の敵性外国人管

理部門担当責任者エドワード・エニスと長官の補

佐官ジェームズ・ロウはFBIの報告を受けて，

棄法的見地から，陸軍省のペソデットセソらと対

立していた。2月7日，ビドルはFDRと昼食を

ともにし，その席で，日系人問題を「かなり長

く」論議した。ビドルは，「現時点で〔日系人の〕

集団立ち退きは進言できないこと」，陸軍には作

戦上の措置として立ち退きを実施する理由のない

ことを指摘した。FDRは，「敵の急襲攻撃のば

あいには恐るべき第五列報復の危険を充分認識し

ている」と答え，論議を締め括った49。アイアン

ズが推論するように，FDRの最後のコメソトは，

司法省が立ち退きに難色を示していることには顧

慮せず，日系人の第五列活動をもっぱら危倶して

いたことを示しているといえよう。戦時の最高司

令官としてFDRがそうした恐れを抱いていたの

であれば，行政府の最高責任者として，一歩踏み

込んで，立ち退きに関する司法上の問題点を検討

するよう，ビドルに支持すべきはずであった。事

実，東海岸の適性外国人たるドイツ人，イタリア

人に対して大統領令9066号を発動させようという

動きが陸軍省内に起ったとき，EDRは同号は西

海岸の日系人だけを対象にしていると釘をさし，

この動きをとめている50。

ビドルは後年，FDRが日系人立ち退き政策の

「重大性ないし意味合い」をあまり気にもとめて

いなかった，と回想している。戦時大統領の常と

して憲法問題には悩まなかったはずだ，と推測し

ている51。しかしかれは司法長官として，憲法上

問題のあることを，エニスやロウら部下の突き上

げがあったにもかかわらず，大統領に明確に，強

く，指摘しなかった。立ち退きに反対した2月17

日の覚書にも，「日本人問題」に関して具体的証

拠のないこと，立ち退き実施は司法省の権限外で

あること，立ち退きは軍事的にも，経済的にも，

心理的にも大きな負担となることを大きな問題と

して，憐重な対応を進言するにとどまり，家法問
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題を提起しなかった52。かりに市民を立ち退きさ

せることが陸軍の仕事だとしても，ドイツ人やイ

タリア人を除外し日系人だけを対象にする措置の

根底に潜む「人種差別」の問題性を裁く追求すべ

きであった。ところが逆に，署名の翌日には一転

して，「純粋に軍事的必要性」があれば，人種的

な差別を行なったとしても，それは戦時の大統領

の権限の範中にある，とするローズベルト政権の

法律顧問的弁護士3名による報告書を大統領に転

送した53。

第三に，FDRはジョソ・フラソクリソ・カー

ターを通して独自の情報網を構築していた54。そ

して，ミチ・ウェダリソが「極秘中の極秘にされ

た戦時機密」と呼ぶ55「マソソソ・レポート」を

41年11月7日に得，早くもその翌日に陸軍長官に

在日するよう，コピーを送付した56。「西海岸の

日本人」と題するレポートの諭旨は，ウェダリソ

が指摘するように，日系人が合衆国に忠誠である

ことを論じたものであった。しかし，レポートは，

読み手が日系人を日本人と同一視していたとすれ

ば，ウェダリソとは別の解釈を可能とするもので

あった。レポートは軍事施設，港袴，ダム，橋な

どが無防備状態であることを詳細に報告している。

そして「日本人は総体的に忠誠であるが，この海

岸や内陸は遥か山岳地帯までは破壊活動にまった

くの無防備状態にある。この一つの事実が放置さ

れているかぎり，合衆国に暮らす日本人からの危

険はないとは，無条件で表明することはできな

い」と結論している。日系人を一般的には忠誠だ

と捉えながらも，戦略上重要な地域に日系人が居

住している危険性を指摘した点が，FDRの関心

を呼び，陸軍長官にコピーを送付させたのであろ

う。かりに「戦時民間人再配置・収容に関する委

員会」が推測するように，カーターの作成した5

項目の要旨だけを読んでいたとすれば，日系人が

忠誠だとするレポートの主張は全文を読んだ場合

よりも遥かに弱くなったであろう。実際，「叛ま

れにみるバラソスのとれた」調査と評価されたの

ほこの点であった57。「マソソソ・レポート」は，

書き手の本意とは別の方向へ，受けての都合で解

釈され，利用されてしまったといえる。

大統領としてのFDRの判断を狂わせた一因は，

FDR自身がもつ日本人に対する人種偏見と不信

感であったといえる。かれは，同時代の多くのア
■メリカ人と同様，日本人と日系アメリカ人とを同

一視していたと思われる。今日英語で‘Japanese

Americans”と呼ばれる日系人は，立ち退き実

施当時は，市民である二世は“American－born

Japanese”という表現が用いられた58。前者の表

現ではアメリカ市民だと認識されているが，後者

では，たまたまアメリカで生れた日本人，すなわ

ち敵性外国人の響きがある。FDRにとっても，

日系市民は，「市民である日本から来た日本の人

々」であった。このもってまわった表現が使われ

たのは，二世部隊がイタリア戦線で華々しい戦功

をあげた後の，1944年11月21日のマスコミとの記

者会見の席上である59。

エレノア・ロ・－ズベルトによれは　FDRは早

くから日本に対して根深い不信感を抱き，日本の

太平洋制覇の野望から日米戦争の不可避だと予期

していたという60。確かにFDRは，1923年7月

「我々は日本を信頼するか？」と題する論文を，

『アジア』誌に発表し，アメリカの対日観の見直

しを主張している。日本は過去の日本とは異なる。

先の大戦で無傷であったアメリカと日本は，世界

の再建と平和のた馴こ協力すべきであり，そのた

馴こもアメリカは日本を信頼すべきだと主張した。

1889年以来の日米対立の構図を認めた上で，かれ

の主張の論拠とたったのは，日本がワシソトン軍

縮条約の精神にのっとり，次々と合意事項を実行

している「事実」であった61。現実の行動で，相

手が信頼できるかどうかを判断しているのである。

その後の中国や満州における日本の行動から，F

DRが再び日本に不信感を赤らせ，日米戦争を予

想するようになったとしても不思議はない。

FDRはまた，日本人に人種偏見を抱いていた
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という。第二次大戦の連合国側の人種偏見を論じ

たクリストファー・ソーソによれば，FDRは在

米イギリス公使ロナルド・キャソベルに対して，

日本人の凶暴性はその基本的系種の頭蓋骨の発達

が遅れているからだと述べたという。FDRは，

スミソニアソ研究所のアーレッシェ・ハードリチ

カ教授からこうした「学説」を学んでいた。教授

はFDRに対し，1930年代初期から書簡を送り，

日本の指導者が太平洋およびアジア地域から白人

を追放しようとしており，断固これを阻止しなけ

ればならないと訴えていた。このようなハードリ

チカに，FDRは人種混合の研究を私的に依頼し

ていた。かれが教授の「学説」を高く評価してい

た証左であろう。ハードリチカの中間報告は，日

本人とヨーロッパ人の混血は悪い結果を生むとい

うものであった。この人種混合の話を聞いて，イ

ギリス公使の理解したところでは，極東の文明と

秩序に良い結果を生むようなヨーロッパ＝イソド

ネシアの混血の人種を発達させられるかもしれな

い，しかし日本人はその固有の土地に隔絶され，

次第に衰えていくものとFDRは考えていた62。

ソーソの論述からは公使がいつFDRからこの

話を聞いたかほ不明である。しかし，公使のこの

話を伝える書簡が1942年8月5臥　および6日付

であることから，おそらく42年の7月末から8月

初頭であろう。とすれば，日系人の立ち退き・収

容が実施されているころである。このような文脈

においてFDRの日系人集団強制立ち退き・収容

施策を理解すれば，かれがこの政策実施にあたっ

て，日系人を西海岸の排日暴動から護るというよ

うな「人道的な」理由づけを考慮していなかった

ことは明らかである。FDRは，日系人の立ち退

き先は合衆国政府のいう腕曲的な「集合所」，「転

住所」ではなく，「強制収容所」であった。1942

年10月20日の記者会見で，「モソタナ〔の砂糖大

根農場〕へ輸送される日本人はどこから来たので

すか」という記者の質問に，「強制収容所」とだ

け答えている63。日系人を日本人とみなし，日本
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人の凶暴性は生来の性質だとみなすFDRにとっ

て，たとえ憲法上の問題点が懸念されたとしても，

問題として表立って強く批判されないかぎり，日

系人立ち退き論には毅然たる態度を示さなかった

に違いない。立ち退き問題では「市民としての白

由の諸権利」に関して，国民の指導者としての役

割を果たす意図はなかったといえる。

Ⅳ＼おわりに

清沢例はFDRが大統領匿当選したときに，

「フラソクリソ・テレノ・ローズべ／レトは米国の

デモクラシーが生みうる最上の，そして最大の政

治家である」と称賛した。清沢は，FDRの「反

対党とも議会で協調しうる」政治的手腕と，「算

盤珠に乗ると思う時には，いつでも猛然として

『闘士』になるの聡明さ」を買ったのである64。F

DRは確かにカリスマ的大統領であった。しかし，

日系アメリカ人の集団強制立ち退き・収容問題に

おいては，かれは世論を掌撞していたが，世論を

指導することには失敗した。かれ自身，日系人に

対する時代の偏見を共有し，日系人を人種を理由

として「強制収容所」に送ることに積擾的に関与

した。そして，日系人はアメリカに不忠誠だとい

う一般世論の偏見に，公的承認を与え，偏見を助

長させた。内陸部の人々は日系人の内陸部への移

動，「自由立ち退き」に反発し，西海岸の人々は

戦争後も日系人の帰還には反対の意志を示した。

世論と，当局の政策とが悪い相乗効果を生んだと

いえる。

大統領令9066号は，アメリカ独立200年を祝う

年の「悲しい記念日」，1976年2月19日に，フォ

ード大統領の署名によって，1946年12月31日に遡

って廃棄された65。日系人は憲法修正第一条にの

っとって，過去の過ちを匡し，苦痛からの救済を

求めて，運動を展開した。紆余曲折はあったが，

1988年8月10日，レーガソ大統領は「日系アメリ

カ人の抑留は，まさにそれ，誤りであったと認め

ざるをえない」と述べて補償法匿署名し，「ゆゆ
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しき誤りを正すために「抑留」された日系人に対

する補僕を認軌　アメリカの国家としての誠意を

示した66。

アメリカの民主主義は，権力横棒に抑制と均衡

のシステムを組み込み，権力が暴走することを抑

制している。しかし，日系人の強制立ち退きのよ

うに，指導層も含めて社会全般がある偏見を共有

するとき，このシステムは磯能しなかった。外国

人である日本人一世，およびアメリカ市民である

二世の人権を護るべき司法省は，億険人物の排除

を任務とするFBIの立場から反対論を進めたの

であって，「市民としての自由の諸権利」を護る憲

法論で大統領に反対したのではなかった。再考を

促すはずの情報は，受けての偏見のために，「情

報」としての本来の撥能を果たさなかった。陸軍

省の最高幹部たちは，日系人の人種的不忠誠を確

信する中堅幹部の主張を斥けるだけの論拠をもた

なかった。司法省は，司法を担当するとともに，

政府の立場を護るという二重の役割をもっており，

決定が下されれば，一転して，立ち退き政策を擁

護する立場に立った。最高裁は「軍事的必要」を

前面に押し出す政府の“立証”を追認した。日系

人の立ち退きに最後まで反対した司法省のエニス

が後年認めたように，憲法解釈ではビドルらの解

釈が「正しい」と最高裁は判定したのであった67。

アメリカ社会で現在，アメリカ的文化や価値と

は何かという論争が盛んである。これまでアメリ

カ統合の規範であったアソグロ・アメリカソある

いはヨーロッパ中心の文化的尺度に対して，アフ

リカソ・アメリカソなど他のエスニック集団から

疑問が投げ掛けられ，教育全般の見直しも主張さ

れている。また逆に，伝統的なアメリカ文化を

「核文化」として保持すべきだとする反論も強い。

いわゆる白人種もマイノリティーとなる危磯感か

ら，白人至上主義の台頭もみられる。文化的・社

会的統合の規範をめぐるェスニック集団間の緊張

と摩擦は，ときに暴力的事件も発生させている。

しかし，多数のエスニック集団を有するアメリカ

塾民主社会では，こうした一見混乱と思われるよ

うな，激しい議論の応酬が「市民としての自由の

諸権利」を護るためには必要なのではあるまいか。

議論が一つの方向に収赦し，だれもがそれを当た

り前と患ったとき，あるいは声高に反論しにくい

状況が生まれたときに国家的危磯の状況が重なる

と，抑制と均衡のシステムは梯能を失う危険性が

生ずる。
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